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要 約 
 
1. 「超高齢社会」が間近に迫っている。

これに関する議論として、最近、介護

保険のあり方や年金制度改革に関する

ものが多くみられる。しかし、超高齢

社会の今後の健全な発展のためにはこ

のような議論のみでは不十分である。

むしろ超高齢社会の到来を「シニア市

場という新しい成長市場の出現」とと

らえ、その市場創出策も同時に議論す

べきである。  
 
2. しかし、現状では巨大なシニア市場全

体をどのように創出していくのかとい

う戦略が多くの民間企業にはなかなか

見えてこない。その最大の理由は、こ

れまで 50 歳以上のシニア世代は市場

ターゲットとしてあまり重点が置かれ

ておらず、多くの企業においてシニア

市場を積極的に創出するという発想が

欠如していたからである。 
 
3. シニア市場とは、他世代の市場に比し

て「バイヤー・セントリック・マーケ

ット（顧客中心市場）」の度合いが強い。

この市場においては単品での提供では

なく、「パッケージ商品」「トータルサ

ービス」での提供が必要である。加え

て、商品提供者のサービス姿勢が顧客

に冷厳に問われる市場である。 
 
4. 以上の背景より、本稿ではシニアサー

ビス先進国アメリカの事例を参考にし

つつ、わが国でシニア市場を創出する

ための「５つの市場創出戦略」を提案

するものである。 
 
5. 一方、民間企業がこの５つの市場創出

戦略を自社単独で実行するのは時間お

よびコストの両面において容易ではな

い。したがって、この実現のために企

業がとるべき有効な手段は、「異業種企

業コンソーシアム（企業連合）」を組織

化することである。そして、この異業

種企業コンソーシアムの組織化に際し、

既に先進サービスを提供しているアメ

リカ企業などの参加が極めて重要であ

る。なぜならこれらの企業はシニアビ

ジネスという高度なヒューマンスキル

が求められる事業において、多くの優

れたサービスノウハウを有しているか

らである。 
 
6. 1999 年は国連が定めた国際高齢者年

である。この記念すべき年に単なる親

睦ではない国際的な協働作業により、

わが国シニア市場の創出を図ることの

社会的意義は極めて大きい。  
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１． はじめに：「超高齢社会」における市

場創出戦略とは？ 
 
「超高齢社会」が間近に迫っている。わ

が国は、2010 年には総人口に占める 65 歳

以上の割合が 4.5 人に１人、50 歳以上の割

合では実に３人に１人を超える。この割合

はアメリカの２倍近くであり、世界の中で

もスウェーデンを抜き、最上位にランクさ

れる。つまり、わが国は、かつて経験した

ことのない「超高齢社会」をまもなく実際

に迎えるのである。 
この超高齢社会に関する議論として、最

近、介護保険のあり方や年金制度改革に関

するものが多いように思われる。これらの

議論では、増加する要介護者や年金受給者

の保険料を誰が、どのような考え方で負担

するのか、という施策が検討されており、

その重要性は極めて大きい。 
しかし、超高齢社会の健全な発展のため

には、このような議論のみでは不十分であ

る。むしろ超高齢社会の到来を「シニア市

場という新しい成長市場の出現」ととらえ、

その市場創出策も同時に議論すべきである。 
一方で、現状では巨大なシニア市場全体

をどのように創出していくのかという戦略

が多くの民間企業にはなかなか見えてこな

い。その最大の理由は、これまで 50 歳以上

のシニア世代は市場ターゲットとしてあま

り重点が置かれておらず、多くの企業にお

いてシニア市場を積極的に創出するという

発想が欠如していたからである。 
これまでの商品・サービスの多くは、若

年層をターゲットとしたものである。まず、

若年層向けに商品開発をし、若年層市場で

評価された後、それを他の世代にも売って

いこうという発想であった。 
典型的な例は、音楽市場である。最も頻

繁に購入する若年層向けにＣＤを開発し、

テレビ番組やコマーシャルとの組み合わせ

により購買意欲をそそり、販売するスタイ

ルが一般的である。しかし、最近若年層の

ＣＤ購入額が急激に減少し、音楽業界では

危機感が高まっていた。そんな状況の中、

歌詞のない坂本龍一のＣＤがベストセラー

になり、業界では「珍現象」と言われた。

しかし、注目すべきは、このＣＤの買い手

の多くが若年層ではなく、シニアだったこ

とである。 
また、１年余り前に発売された日産のキ

ューブという自動車は、そもそも 20 代の若

年層を対象に開発された商品であった。し

かし、実際に売り出されてみると、若年層

以外の 50 代、60 代のシニアの多くが購入

した。その主な理由は、車体の形状が角張

っているため運転しやすいこと、および、

排気量が小さい割に居住空間が広く感じる

ことであった。 
これらの例は、商品開発の場面において、

一般的な「若年層」を基準にする発想では

なく、「いま、顧客がどのような価値を商品

に求めているのか」を基準にする発想の必

要性を示している。そして、こうした「顧

客が求める価値」を評価する力量を有する

のは、一般には若年層よりは、むしろ人生

経験が豊富で、優れた価値判断力を有する

シニアである。このようなシニアは、単な

る価格の安さや商品種類の豊富さなどでは

評価しない。しかも、顧客である自分にと

って価値を十分に提供する意志があるかな

ど、商品提供者の「サービス姿勢」を冷厳

に評価する。 
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逆に、このような厳しいシニア市場で評

価を勝ち取る商品であるならば、それはシ

ニアのみならず、全ての世代に受け入れら

れる可能性が大きい。したがって、このシ

ニア市場で高い評価を獲得する良質の商

品・サービスを創出するための戦略が極め

て重要となる。 
以上の背景にもとづき、本稿では、わが

国でのシニア市場創出に関心をもつ民間企

業が「今後、どのような戦略にもとづき事

業展開を図るべきか」に関し、提言を試み

るものである。具体的には、次の５つの市

場創出戦略を提言する。 
 
 
第 1 の戦略：非介護分野の「アクティブシ

ニア市場」をターゲットとせよ  
第２の戦略：シニアの包括的ニーズに応え

る「パッケージ商品」「トータルサービス」

を提供せよ  
第３の戦略：シニアには、商品のみでなく、

商品に関する「ナレッジサービス」を提供

せよ  
第４の戦略：情報技術を活用する先進シニ

ア「スマートシニア」を市場の「けん引者」

とせよ  
第５の戦略：「スマートシニア層」の育成・

拡大を促進せよ  
 
なお、本稿においては、アメリカでの分

類傾向に従い、50 歳以上の人を「シニア」

と呼ぶことにする。 
 
 
 
２．わが国シニア市場創出のための５つの

戦略 
 
第 1 の戦略：非介護分野の「アクティブシ

ニア市場」をターゲットとせよ 
 
(1) 「シニア市場」イコール「介護市場」か？ 
 
最近、2000 年４月の介護保険法施行に向

けた動きが目立つ。特に、この法律改正に

より、在宅介護市場が民間企業にとっての

新たなビジネスチャンスと位置づけられて

いる。このため、様々な業種から在宅介護

市場への新規参入の動きが見られる。また、

マスコミでは、この在宅介護市場が超高齢

社会における巨大な成長市場の主役である

かのような扱いである。 
しかし、本当に介護市場だけがシニア市

場の主役なのであろうか？言い換えると、

シニアのニーズとは介護が中心なのであろ

うか、という疑問がある。 
 
(2) 21 世紀のシニア市場の中核は「アクテ

ィブシニア市場」 
 
結論を先にいうと、21 世紀のシニア市場

の中核は、介護が不要で元気なシニアを対

象としたサービス市場である。この市場を

「アクティブシニア市場」と呼ぶことにす

る。アクティブシニア市場がシニア市場の

中核であるというのは、次の３つの理由か

らである。 
第１に厚生省推計によると、シニアの９

割は介護が不要で元気な人達であること、

第２に民間企業推計によるとシニアの全消

費の９割以上は非介護分野であること、そ

して、第３に団塊の世代がシニアの仲間入
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りをするなど、シニアの性質が変わりつつ

あることである。 
これまでのわが国の高齢化対策は、介護

サービス・福祉用具に目が向けられがちで

あった。特に、1989 年の厚生省によるゴー

ルドプラン発表以来、その傾向が強くなっ

た感がある。このため、民間企業における

商品・サービス開発も国の政策に引きずら

れ、介護サービス・福祉用具に力点が置か

れてきたのが現状である。 
また、シニア市場に対する誤った認識が

多くの偏見を生み出してきたことも背景に

ある。それは、例えば、従来高齢者とは社

会的弱者であり、堅実で消費が少なく、ス

ポーツといえばゲートボールを行う、とい

うような画一的な見方である。さらに、超

高齢社会に対して、低成長経済や年金問題

など悲観的なイメージが先行していること

も偏見の原因となっている。 
しかし、現実には、従来の堅実で質素な

イメージとは異なる、元気で積極的なシニ

アの動きが見られるようになってきた。こ

の大きな理由は、シニアの世代交代が起き

ているからである。いわゆる「団塊の世代」

が 50 代に達し、シニア世代の仲間入りを果

たしたのである。かつて、堺屋太一がベス

トセラー『団塊の世代』で次のように述べ

ていたことが思い出される。「この"団塊の

世代"は、過去において、そうであったよう

に、将来においても数々の流行と需要を作

り、過当競争と過剰施設を残しつつ、年老

いていくことであろう。」  
「時代のリーダー」「大量消費の世代」と

いわれ、これまでに何度も社会や市場に大

きな影響を与えてきたこの世代が、ついに

シニア世代に達したのである。従来型シニ

アとは異なる意識をもつ、これらの新世代

シニアは、今後も社会や市場に対してアク

ティブなスタイルを維持していくことが予

想される。 
ここで確認しておきたいことは、たとえ

アクティブシニア市場がシニア市場の中核

であるとしても、介護サービスの重要性が

低下するものでは全くない。市場の規模・

成長性という点で、アクティブシニア市場

の方が中核になるというだけである。むし

ろ、アクティブシニア市場の成長にけん引

される形で介護サービスの充実が促される

ことが推察される。  
以上の理由より、シニア市場に参入する

企業は、まず、アクティブシニア市場を第

１ターゲットとすべきである。 
 
第２の戦略：シニアの包括的ニーズに応え

る「パッケージ商品」「トータルサービス」

を提供せよ 
 
シニアサービス先進国アメリカには、わ

が国に存在しない優れたサービスが既に数

多く存在する。わが国におけるシニア向け

サービスのあり方を考えるうえで、まずア

メリカの動向を把握しておく必要がある。 
 
(1) アメリカのシニアの特徴 
 
アメリカのシニア人口も急速に増えてい

る。アメリカ人口統計調査局によると、99
年６月現在で50歳以上の人口は7,400万人

にのぼる。驚くべきことに、人口割合では

たった 27％のシニアが、２兆ドル（約 240
兆円）を超える年間所得を持ち、年間９兆

ドル（約 1,080 兆円）に及ぶ正味総資産を
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保有している。これはアメリカ全体の 70％
を占めている。 
一方、アメリカのシニアは、一般に次の

ような特徴をもつことがわかっている。  
 
・ アメリカの総需要の 50％を占める。  
・ アメリカの貯蓄・ローン取扱機関におけ

る全預金残高の 80％を保有する。  
・ 可処分所得の割合が 50％を超える。  
・ 新車の41％、高級車の48％を購入する。  
・ 健康管理に関する全国民出費の 60％を

支出する。  
・ 処方箋のある医薬品の 74％を消費する。  
・ 会員性ヘルスセンターの 37％を利用す

る。  
・ アルコール飲料の 25％を購入する。  
・ 週に平均３回外食する。  
・ 贅沢な旅行の 80％を利用する。  
・ 他の世代よりも旅行や娯楽に多くのお

金を使う。  
 
これらをさらにまとめると、アメリカの

シニアは他の世代に比して次の４つの特徴

があるといえる。  
① 経済的に余裕がある。  
② 高級志向である。  
③ 健康管理に多く出費する。  
④ レジャー、娯楽に多く出費する。  

 
(2) アメリカで成長著しい「アクティブ・シ

ニア・サービス」 
 
アメリカでは、前項で述べたようなシニ

アを対象とした非介護分野の「アクティ

ブ・シニア・サービス」が、ここ数年、著

しく成長している。紙面に限りがあるので

ここではいくつかの代表例のみを説明する。 
 
① 地域密着型ケアサービス 
 
地域密着型ケアサービスとは、顧客であ

るシニアの居住地域で身の回りの世話など

のサービスを行うものである。 
Home Instead Senior Care はネブラス

カ州オマハに本部をおき、現在アメリカ国

内の 35 州、182 拠点で事業展開する全米最

大の非介護ケアサービス会社である。サー

ビス内容は、シニアに対する話し相手、ダ

イエットプランの手助け、家事、送迎、衣

服着脱の手伝い、簡単な体操の指導、家計

簿の管理などから、手紙のやりとり・読書

の推奨、家の周辺の監視、余暇の計画作り

まで行う。ただし、注射・投薬などの医療

サービスや介護サービスは対象外である。

シニアの生活回りの「トータルサービス」

を提供する会社である。 
サービスは１日３時間から 24 時間まで

提供する。利用料金は 1 時間当たり 10.50
ドル～16.50 ドル程度であり、サービス内

容によって別途料金が追加される。比較的

元気で介護は不要だが、身の回りの世話を

してほしい１人暮らしのシニアが主要顧客

である。夫婦のうち、一方が病気などで介

護が必要な場合の支援サービスとしても引

き合いがある。 
運営上注目すべき点としては、非介護サ

ービスに特化しているため、サービスをす

る従業員（ケアギバー）は特別な資格も力

仕事も不要なことである。また、ケアギバ

ーの平均年齢は 50 歳前後であり、顧客のシ

ニアに近い年齢である。この理由は世話を

されるシニアの立場から、ケアギバーが共
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通の話題を持っていることや年齢層が近い

ことが求められるからである。これらの理

由より、会社を退職しても働く意欲のある

50 歳前後の女性であればケアギバーの対

象となる。これは就職に不利な中高年女性

の雇用促進の面で注目されている。 
一方、Senior Services はワシントン州シ

アトルに拠点をおくシニア向けケアサービ

スのＮＰＯ(Non-Profit Organization、非営

利組織)である。地元の電力会社から受託す

る「ゲートキーパー（門番）・プログラム」

という介護・非介護ケアサービスを手がけ

る。このゲートキーパー・プログラムとは、

１～２ヵ月に一度、各家庭を回る電力会社

の検針員が、訪問先のシニア家庭の異変に

目を配るというサービスである。検針員が、

何か異変を発見すると、地元の Senior 
Services に電話連絡する。すると、連絡を

受けた Senior Services は、ただちにソーシ

ャルワーカーをその家庭に派遣し、調査す

る。 
Senior Servicesのサービス提供範囲はシ

アトル界隈に限定される。しかし、このゲ

ートキーパー・プログラムは、今では、テ

キサス、マサチューセッツ、フロリダなど

の電力会社を中心に、全米の約 100 社が採

用するまでに成長している。電力会社など

の公益事業者は、Senior Services と提携す

ることで、他社との差別化を図っている。

電力供給とケアサービスという異業種企業

提携によるシニア向けのトータルサービス

の例である。 
このサービスは、わが国で既に一般的と

なっている郵便や宅急便のような戸別訪問

サービスと組み合わせることで、さらにき

め細かいケアサービスに発展できる可能性

がある。 
 
② ヘルス・ケア・サービス 
 
ヘルス・ケア・サービスとは、シニアの

健康管理に関するアドバイス、健康食品、

薬品などの購入に関わるサービスである。

LifeSource Nutrition Solutions は、サンフ

ランシスコに本部をもつ食事面でのシニア

向けヘルス・ケア・サービス会社である。

食事に関する一般的な栄養知識のほか、個

別に栄養に関するアドバイスをしたうえで、

出来合いの食事や食料品の注文をインター

ネットで受付け、自宅まで配達する。扱う

商品は、朝食以外の昼食、夕食、デザート

である。 
このサービスの人気の理由は、シニア個

人の条件に合わせて栄養に関するきめ細か

いアドバイスを提供してくれることである。

さらに、希望すればそのアドバイス内容に

沿った食事を自宅まで配達してくれる。 
単なる食材配達であれば、わが国でもい

くつかのサービスが存在する。しかし、そ

れらは顧客の条件に合わせるのではなく、

サービス供給側で決めたメニューの食材を

レシピとともに配達するだけである。これ

に対し、LifeSource Nutrition Solutions の

サービスは、あらかじめ顧客の健康状態を

綿密にヒアリングしたうえで、その顧客に

最適な栄養バランスを考慮したメニューを

提案する。そして、栄養学的にも十分に吟

味された食材を用いた食事を用意する。ま

た、インターネット上でカロリー計算を自

動算出できるプログラムも用意している。

つまり、メニューの作り方から配達システ

ムまでの全てが顧客中心の発想で組み立て
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られている。 
なお、この会社の設立者である Age Wave

社は、シニア向けのビジネス・インキュベ

ーターとして、他にもいくつかのシニア事

業の創出を手がけている。このような会社

の存在自体がわが国には存在しないため、

大変興味深い。 
 
③ ホーム・マネジメント・サービス 
 
ホーム・マネジメント・サービスとは、

シニア向けの日用品、雑貨などを提供する

サービスである。 
The Mature Mart は、ジョーシア州アト

ランタに拠点をおく、アメリカで最初のシ

ニア向けワン・ストップ・ショッピング・

サービス会社である。この会社は、バス用

品、日用雑貨、健康用品（枕など）、介護用

品、衣類、家事、レジャー、パーソナルケ

アの手配、読書支援、コミュニケーション

支援（補聴機器など）用品など、２万点以

上を扱う。 
このサービスの人気の理由は、何といっ

てもシニアのニーズに応える商品・サービ

スがワンストップで入手できることである。

創業者の Abramson 氏は、長年にわたるシ

ニアセンターでの勤務で、欲しい商品を探

すために多くのカタログを開き、何軒もの

店舗を訪ね、大きな不満を持つシニアが数

多くいることに気づいた。この体験から

The Mature Mart のサービスを開始し、シ

ニアの必要とする商品・サービスがワンス

トップで、かつ、遠隔地からでも入手でき

るように工夫した。 
The Mature Mart では、インターネット

上に２万点以上の商品カタログを用意し、

いつでもどこからでも商品情報が入手でき、

注文できる。また、注文はインターネット、

ファックス、フリーダイヤルのどれかで受

付けてくれる。 
注目すべき点は、どの手段で問い合わせ

をしても懇切丁寧に顧客の要求に応えるハ

イタッチなサービスを重視していることで

ある。インターネットのトップページでは、

創業者の顔写真とともに、肉声をリアルオ

ーディオで聞くことができる。このような

仕組みを用意していることからも、シニア

とのハイタッチな関係を重視する創業者の

サービス姿勢が伝わってくる。このような

姿勢が、シニアからの繰り返し注文につな

がっている。 
 
④ 資産運用支援サービス 
 
資産運用支援サービスには、金融資産の

運用支援や不動産の調達支援などがある。

Livon は、サンフランシスコに本部をおく、

ネ ッ ト マ ー ケ テ ィ ン グ 会 社 ２ BeMA 
Network 社が運営するシニア向け住宅仲介

サービスである。インターネットを通じて、

６万件のシニア向け住宅物件、デイケアな

どのシニアサービス業者に関する情報を提

供する。また、施設のオーナーやシニアサ

ービス業者向けに、潜在顧客であるシニア

を紹介するインフォミディアリ（情報仲

介）・サービスも行う。 
このサービスの人気の理由は、シニア向

けの住宅に関する検索、問い合わせがワン

ストップで可能なことである。また、６万

件のシニア向け住宅物件の写真がインター

ネットで確認できることも大きな理由であ

る。さらに、事前登録により住宅の売り手
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であるオーナーからインターネットで情報

提供を受けられる。 
シニア向けに特化した住宅仲介サービス

そのものが日本ではほとんど存在しないこ

と、６万件という豊富な物件数、しかも物

件の写真付きという徹底ぶりに、このサー

ビスの先進性が感じられる。 
 
⑤ アクティブ・レジャー・サービス 
 
アクティブ・レジャー・サービスとは、

元気でアウトドア志向のシニア向けにパッ

ケージ旅行などを提供するサービスである。

Over the Hill Gang International はコロ

ラド州コロラドスプリングスに本部をおく、

50 歳以上を対象にしたスキーツアーのサ

ービス会社である。50 歳以上のシニアのみ

を会員とし、ゆったりとしたスキーレジャ

ーを提供する。 
会費は、１人の場合 40 ドル／年、カップ

ルの場合 65 ドル／年である。サービス内容

は、好みのツアーの企画、100 近いスキー

場のリフト券の割引特典（約 35％）の提供、

70 のスキーショップ、レンタルショップ、

ホテルとの提携による割引特典の提供、ス

キー・インストラクターのアレンジなどで

ある。また、アメリカだけでなく、ヨーロ

ッパや南米の質の高いスキー場へのツアー

も多く提供している。 
このサービスの人気の理由は、スキーを

楽しむのに必要な用具レンタル、ホテル、

ガイド、交通機関などのあらゆるサービス

をパッケージにし、シニアの手間を大幅に

省いていることである。また、同世代の、

しかも同じスキー好きのシニアとの人的交

流機会も多く、新しい出会いを求めるシニ

アに好評である。 
高齢になると、たとえ興味があっても全

ての準備を独力で行うことがおっくうにな

る場合が多い。また、スキーの場合、自分

１人で行くよりも同じスキー趣味をもつ仲

間とともに行く場合が圧倒的に多い。しか

し、高齢になると自分の周辺でそのような

仲間に必ずしも恵まれるとは限らない。こ

れはそんなシニアの潜在ニーズを巧みにと

らえたトータルサービスである。 
 
⑥ 教育・エデュテインメント・サービス 
 
エデュテインメントとはエデュケーショ

ン・アンド・エンターテインメントの略で、

「楽しみながら学ぶ」という新しい学びの

コンセプトである。アメリカでは 94 年頃に

登場し、その後、日本でも普及した言葉で

ある。 
Elderhostel は、マサチューセッツ州ボス

トンに本部をおくＮＰＯで、全米最大のシ

ニア向けエデュテインメント・サービス提

供者である。サービスの内容は、キャンプ

や山登りなどのアウトドアプログラム、芸

術・工芸プログラム、世代間交流プログラ

ム、聴覚障害者向けのプログラム、表現（演

芸活動）プログラム、エルダーホステルや

他の機関におけるボランティア・プログラ

ムなどである。プログラムは、全米・カナ

ダ各地の 300 以上の場所で行われる。通常、

１プログラム当たり５日～６日の活動期間

で、参加費用は１人当たり平均 390 ドルで

ある。 
このサービスの人気の理由は、そのユニ

ークさである。まず、参加費用には、部屋

代、食事代、受講料、保険料全てがパッケ
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ージとなっており、参加者の余計な手間を

省いている。そして、プログラムの中では、

各分野の専門家によるわかりやすい解説が

あり、シニアにとって自分の視野を広げる

絶好の機会となっている。また、自立支援

型のプログラムが多いため、学習意欲が高

く、かつ、冒険に意欲的な人が多く集まる

傾向がある。さらに、主催者がプログラム

への参加者同士の人的交流を促進しており、

家庭的な雰囲気に浸ることができる。これ

らの魅力から繰り返し参加する人が増加し

ている。 
一方、シニア向けの教育サービスとして、

全米最大のシニア向けコンピュータ教育サ

ービスを提供するシニアネットがある。こ

れについては後述する。 
 
(3) 単品売りでない「パッケージ商品」「ト

ータルサービス」が成長 
 
それでは、なぜ、アメリカでこれらの「ア

クティブ・シニア・サービス」が急成長し

ているのだろうか？その最大の理由は、こ

れらのサービスが、単品の提供ではない「パ

ッケージ商品」「トータルサービス」での提

供だからである。つまり、顧客であるシニ

アの要求にフルに応えてくれる商品・サー

ビスなのである。 
これまでのシニア向け商品・サービスは、

一般に購買者であるシニアにとっては、と

っつきにくい、探しにくい、手に入れにく

いものが多かった。この理由は、商品・サ

ービスの提供形態の大半が「サプライヤ

ー・セントリック（供給者中心）」の発想で

あったからである。このような発想の背景

には、前述のとおり、サービス供給者が、

シニア市場に対してあまり注力してこなか

った事情がある。The Mature Mart は、こ

のような現状に対する発想転換を行った例

である。つまり、「サプライヤー・セントリ

ック（供給者中心）」から「バイヤー・セン

トリック（顧客中心）」への発想転換である。 
シニアは一般に若年層に比して経済的に

余裕がある。このため、不要なものは購入

しないが、自分の要求にフルに応えてくれ

る良質のトータルサービスならば、高額の

出費を惜しまない傾向が強い。 
また、Home Instead Senior Care は、こ

んなことまでサービスするのか、と思われ

るほどのきめ細かいサービスを提供してい

る例である。シニアに支持されている理由

は、年齢層の近いケアギバーが、あくまで

顧客であるシニアの立場から、どのような

サービスが望まれているのかを追求し続け

た結果である。これらのサービスは従来の

「サプライヤー・セントリック」の発想で

は絶対に出てこない。Over the Hill Gang 
International は、体力・気力が必要なスキ

ーという、シニアにとって敷居が高く、と

っつきにくいレジャーを、シニアがスキー

を楽しむのに必要なサービス全てを「パッ

ケージ」にすることでその敷居を下げた例

である。 
また、シニアの場合、何か新しいことに

挑戦したいと思っても、同好の仲間が身近

にいるとは必ずしも限らない。スキーのよ

うなグループで楽しむレジャーの場合、シ

ニアにとっての参加障壁のひとつは、この

ような仲間を独力で見つけにくいことであ

る。Elderhostel が支持されている理由も、

同じような趣味、問題意識を持つ、同好の

仲間との出会いの機会そのものを商品とし
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て組み込んでいることにある。このような

同好の仲間のアレンジをもサービスの一環

とする徹底したバイヤー・セントリックな

サービス思想がシニアに支持されているの

である。 
また、知的好奇心を刺激するサービスは、

シニアに高く支持される。シニアは単なる

遊びだけのレジャーよりも未知の世界を気

づかせてくれ、自分の教養を高めてくれる

ような活動への参加に興味がある。

Elderhostel は、そのような自己啓発を同好

の仲間とともに家族的な雰囲気の中でプロ

グラムを実践できるような場を提供してお

り、この点がシニアに支持されている。 
また、Disney Institute は、勉強と休暇

とを融合した「ラーニング・バケーション」

というコンセプトで、ストレスなく楽しみ

ながら自己啓発ができるという高度なパッ

ケージ商品となっている点が支持されてい

る。 
このように、シニアの満足を得るには、

顧客中心の「パッケージ商品」「トータルサ

ービス」が不可欠なのである。 
 
(4) シニア市場の本質は「バイヤー・セント

リック・マーケット（顧客中心市場）」 
 
前項までの内容をまとめると、次のよう

になる。 
 

① シニアに対しては単品での提供ではな

く、「パッケージ商品」「トータルサービス」

での提供が必要である。 
② 「パッケージ商品」「トータルサービス」

の中身として、次を考慮する。 
(a) 生活回りの作業の支援 

(b) 日用品入手の支援 
(c) 健康管理の支援 
(d) 同好の仲間作りの支援 
(e) 資産運用の支援 
(f) 知的好奇心の刺激の支援 
 
シニア市場の特徴を一言で言えば、他世

代の市場に比して、「バイヤー・セントリッ

ク・マーケット（顧客中心市場）」の度合い

が強いことである。 
わが国では、これまで大半の企業が個別

に介護サービス・福祉用具の販売に注力し

ている例が多かった。このため、介護サー

ビス以外の分野でシニアの多様なニーズに

包括的に応えられるトータルサービスはほ

とんど存在しない。 
今後わが国でこのようなシニア向けの

「パッケージ商品」「トータルサービス」を

提供しようと思えば、地域ごと、家庭ごと

に異なるシニアのニーズにいかにきめ細か

く対応できるかが勝負となる。つまり、「Ａ

のサービスはできますが、ＢやＣのサービ

スはできません」という「単品サービス」

では受け入れられないのである。「ＡもＢも

Ｃも全て対応できます」という徹底した「ト

ータルサービス」でないとシニアには受け

入れられない。 
 
第３の戦略：シニアには商品のみでなく、

商品に関する「ナレッジサービス」を提供

せよ 
 
(1) 商品に関する「ナレッジサービス」の充

実がサービス成長のカギ 
 
アメリカで成長しているサービスのもう
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ひとつの特徴は、どれも商品に関する「ナ

レッジサービス」が充実していることであ

る。ナレッジサービスとは、顧客に対し単

なるデータではない質的に高度な情報を提

供するサービスである。それは、例えば商

品に関する専門知識、ノウハウに基づく顧

客へのアドバイスなどである。 
人生経験が豊富で目の肥えたシニアは、

商品を購入する前にその商品に関する多く

の知識を収集し、十分に吟味したうえで実

際に購入する傾向が強い。このため、提供

するナレッジサービスの充実度が、シニア

の購入意思決定に関わる重要な条件となる。 
 
① 資産運用支援サービスに見られる充実

したナレッジサービス 
 
投資信託の一種であるミューチュアルフ

ァンド最大手のチャールズ・シュワッブは

「ミューチュアル・ファンド・ワンソース」

という 1,500 種類以上のファンドのパッケ

ージ商品で有名である。これに組み込まれ

たファンドについては、リスクとリターン、

運用方針などについて自由に比較評価でき

るようになっている。 
同社の商品販売におけるひとつのポリシ

ーは、「顧客にとってプラスになるならば、

他社の商品でも販売する」ということであ

る。そのために顧客が望む商品の比較情報

や投資アドバイスなどのハイタッチなナレ

ッジサービスを重視している。このような

顧客中心の販売姿勢がシニアに支持されて

いる。 
そして、これは、シュワッブがミューチ

ュアルファンドを希望する顧客に対して

「ゲートウェイ」となるための戦略である。 

 
② インターネットはナレッジサービスに

適したメディア 
 
一方、このナレッジサービス提供のメデ

ィアとして、実はインターネットが極めて

有効である。 
アメリカでは、インターネットによる個

人のオンライン証券取引が急拡大している。

そして注目すべきなのは、50 歳以上のシニ

アによる利用が急増していることである。 
さらに重要なことは、Ｅトレードなどの

大手オンライン・ブローカーが、取引手数

料の安さのみを提供する「ディスカウン

ト・サービス中心戦略」から質の高い商品

知識の提供により顧客の購買促進に結び付

ける「ナレッジサービス中心戦略」へと事

業戦略を転換していることである。 
Ｅトレードは、チャールズ・シュワッブ

とは対照的な無店舗型ディスカウント・ブ

ローカーである。従来の証券会社とは異な

り、ハイテク・ベンチャーの中心地シリコ

ンバレーに拠点を構え、自社内に営業マン

もアナリストも保有していない。しかし、

逆に、ハイテク・ベンチャー企業としての

技術力を駆使し、かつ、各種情報・商品提

供会社との提携を積極的に進めた。その結

果、取引に必要な全てのサービスをホーム

ページに統合し、顧客が必要とする情報を

全てオンラインで入手できるようにした。

手数料が安いにもかかわらず、取引に必要

なナレッジサービスが徹底しているＥトレ

ードは人気が高い。オンライン・ブローカ

ーのランキングを発表しているゴメスアド

バイザリー社のレポート「ゴメス・ワイア」

によると、Ｅトレードは 98 年第４半期に総
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合１位を獲得している。 
Ｅトレードでは、チャールズ・シュワッ

ブが提供する個別の投資アドバイスのよう

なハイタッチ型のナレッジサービスはほと

んどない。しかし、アメリカで増加中の「自

立志向型投資家（インデペンデント・イン

ベスター）」は、豊富な情報提供をもとに自

分で投資判断をする傾向が強い。このよう

な自立志向型のシニア投資家に対して、Ｅ

トレードのサービスは支持されている。 
 
③ 高度なナレッジサービスが支持される

シニア向けサービス 
 
目の肥えているシニアの満足レベルはど

んどん高くなっている。提供サービスの包

括さに加えて、その良質さ、徹底さ、とい

ったトータルサービスの高度さが必要とな

っている。 住宅仲介の Livon が支持されて

いる理由は、６万点という膨大なシニア向

け住宅物件の比較情報というナレッジサー

ビスや、実物の写真が物件ごとに付帯して

いるというビジュアルなナレッジサービス

の徹底さからである。 
また、LifeSource Nutrition Solutions が

支持されている理由も同様のナレッジサー

ビスの徹底さである。個別のシニアにきめ

細かく食料品の栄養に関するアドバイスを

し、そのアドバイスに即してカスタマイズ

した食事メニューを提案したうえで、自宅

まで配達してくれる至れり尽くせりの内容

だからである。 
一方、しばらく前に、秋葉原にマッキン

トッシュのパソコンを直販する会社があっ

た。この会社は、確かに他店よりも安い価

格で販売をしていた。しかし「当店とお客

様との関係は、パソコンを売る・買うのみ

の関係です」というのがその会社のポリシ

ーであったため、購入前の商品相談や購入

後のアフターフォローなどのナレッジサー

ビスが一切なかった。当初は価格の安さに

惹かれ、客が殺到した。しかし、しばらく

して売れ行きが落ち、ついにその会社は倒

産した。 
パソコンという商品は、特に初心者であ

るほど、購入前後の商品に関するナレッジ

サービスの充実度が、購入者の意思決定に

大きな影響を及ぼす商品である。その市場

において、商品にどのような価値が求めら

れているのかをこの会社は理解していなか

った。しかも、シニアの場合は、特にナレ

ッジサービスの充実度を重視する傾向が強

い。デルコンピュータなどはパソコンの通

販を行っているが、人気が高いのは購入後

のナレッジサービスが充実しているからで

ある。 
したがって、シニア向けの商品・サービ

スの提供においては、高度なナレッジサー

ビスを付加することが極めて重要なのであ

る。 
 
第４の戦略：情報技術を活用する先進シニ

ア「スマートシニア」を市場の「けん引者」

とせよ 
 
(1) アメリカで急増する「スマートシニア」 
 
ネット先進国アメリカでは 50 歳以上の

シニアのインターネット人口が年々増加し

ている。99 年 1 月現在、アメリカのネット

人口は 7,900 万人である。このうち、シニ

アのネット人口は 1,300 万人である。そし
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て、全ネット人口におけるシニアの割合は

16.5％である。 
一方、アメリカでは、シニアのネット人

口増加とともに、ネットを縦横に活用して

自ら情報収集を行ったうえで積極的な消費

行動をとるシニアが増加している。この先

進シニアを「スマートシニア」と呼ぶこと

にする。 
アメリカのシニアネットとチャールズ・

シュワッブによる 99 年１月発表の調査結

果によると、このスマートシニアには次の

特徴があることがわかっている。  
① 日に一度、毎週 10 時間以上ネットを

使う。  
② 若い世代よりネット通販に積極的で

ある。  
③ 市場において自分の声を積極的に発

信する。  
(2) わが国でも出現してきたスマートシニ

ア 
 
一方、実は、わが国でも 50 歳以上のシニ

アのインターネット人口は年々増加してい

る。「インターネット白書 99」によると、

99年1月現在、わが国のネット人口は1,500
万人である。このうち、シニアのネット人

口は 300 万人である。そして、全ネット人

口におけるシニアの割合は 20.2％である。

統計年次・手法の違いがあり、一概に言え

ないが、全ネット人口におけるシニアの割

合は、日米ともほぼ同じ割合であることが

わかる。つまり、ネット上においては、他

世代に対するシニアの「存在割合」は日米

ともに同等であるといえる。 
これは注目すべき事実である。というの

は、一般に、多くの日本人が、わが国のネ

ット人口はまだ少なく、ましてやシニアの

ネット人口に至っては皆無に等しいと思っ

ている場合が多いからである。しかし、わ

が国においても確実にシニアのネット人口

は増加しており、かつ、ネット上の存在割

合の面では既にアメリカと同レベルなので

ある。 
さらに前述のとおり、シニアの世代交代

が進んでいることもあり、アメリカ同様、

わが国においてもスマートシニアの数も確

実に増えているものと思われる。 
 
(3) スマートシニアはアクティブシニア市

場の「けん引者」 
 
これまで述べてきたとおり、スマートシ

ニアは一般のシニアに比して消費意欲が旺

盛であり、活動志向が強い。そして、今後

このスマートシニアは、①「先駆的消費者」、

②「草の根オピニオンリーダー」として、

アクティブシニア市場をけん引するものと

予想される。 
 
①「先駆的消費者」としてのスマートシニ

ア 
 
まず、スマートシニアは情報手段として

インターネットなどの IT メディアを縦横

に活用する。そして、これらのメディアを

用いて十分に情報収集し、新しい商品を吟

味したうえで、先駆的に購入する場合が多

い。このため、スマートシニアは IT メディ

アによる情報提供を好む傾向がある。 
したがって、もともと消費意欲の高いス

マートシニアは、前述の「パッケージ商品」

「トータルサービス」に関する「ナレッジ
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サービス」が IT メディアで提供されること

により、より一層積極的な消費行動をとる

ものと推察される。 いわゆる「団塊の世代」

がシニア世代に達していることも考慮する

と、このような積極的な消費行動をとるス

マートシニアが増加していくものと考えら

れる。 
 
②「草の根オピニオンリーダー」としての

スマートシニア 
 
一方、スマートシニアは、雑誌やインタ

ーネット上の電子コミュニティにおいて商

品・サービスに関する先進的な意見を好ん

で発信する。このようなスマートシニアは、

いわば市場における「草の根オピニオンリ

ーダー」として、多数の一般シニアの消費

行動に大きな影響を与えていくことが予想

される。 
現代の市場では、顧客の立場で商品情報

を整理し、比較情報や評価情報を提供する

日経トレンディやDIMEなどの雑誌の人気

が高い。しかし、最近はインターネット上

でこのような商品に関する比較情報や評価

情報を提供するホームページやメーリング

リストなどが大幅に増えた。しかも、この

ようなホームページやメーリングリストに

は、専門家のコメントに加えて先進的な顧

客からの商品に関する意見が多く掲載され

るようになった。 
インターネットは雑誌や書籍に比して掲

載情報の更新が容易で、かつ情報掲載量の

制限が少ない。このために、アクセス数の

多いホームページや購読者数の多いメーリ

ングリストでは雑誌情報よりも早く、詳細

な情報を入手できる。それゆえ、先進的な

顧客は、雑誌や書籍よりもこのようなイン

ターネット上の情報に敏感となっている。

このため、インターネット上では、ある先

進顧客が発した情報を受けた別の先進顧客

が、関連する情報をすぐに発信し返すよう

な「情報交換の加速」が起きやすい。 
そして、このようなインターネット上で

の情報交換を逆に書籍出版するような事例

（メーリングリスト Life など）も登場して

いる。このようにして、インターネット上

での先進顧客同士の情報交換が、既存メデ

ィアを通じて一般の顧客にも大きな影響を

与える「草の根メディア市場」が形成され

やすい時代となっている。 
シニア市場も今後のエレクトロニック・

コマースの広がりにより、このような「草

の根メディア市場」としての性質を強めて

いくことが予想される。この草の根メディ

ア市場において、最も積極的に意見を発す

るのは先進的なスマートシニアである。そ

して、このスマートシニアの意見が一般の

シニアに強い影響力をもって伝わっていく。

しかも、このような傾向は、エレクトロニ

ック・コマースのさらなる普及により情報

共有の速度が高まることでますます強まっ

ていくのである。 
以上のように、スマートシニアは、①「先

駆的消費者」、②「草の根オピニオンリーダ

ー」として、アクティブシニア市場をけん

引していくものと推察される。したがって、

このスマートシニアが満足する商品・サー

ビスの提供こそが極めて重要である。 
 
 
 
第５の戦略：「スマートシニア層」の育成・
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拡大を促進せよ 
 
アクティブシニア市場のけん引者として

のスマートシニアの重要性は、前項で述べ

た。しかし、市場創出策として肝要なのは、

市場けん引者としてのスマートシニア層そ

のものの拡大である。そのためには、スマ

ートシニアが育成される場づくりが必要で

ある。 
アメリカでは、シニアネットというＮＰ

Ｏがシニア向け学習センターを運営し、ス

マートシニアの育成に取り組んでいる。こ

の運営には様々な工夫がなされており、学

ぶべき点が多い。 
 
(1) スマートシニアの直接育成の場「ラーニ

ングセンター」とは？ 
 
シニアネットは 1999 年７月現在、全米

35州で160のシニア向けラーニングセンタ

ーを運営している世界最大のシニア向けコ

ンピュータ教育サービス提供者である。わ

が国では、パソコンを利用するシニアの人

的ネットワークやグループの一般名称とし

て、シニアネットという言葉を使う例が多

い。しかし、本来この名称はアメリカの

NPO シニアネットの登録商標である。 
ラーニングセンターとは、50 歳以上のシ

ニアに対するパソコンおよびインターネッ

ト教育の場である。このラーニングセンタ

ーは、もともと 1986 年にサンフランシスコ

大学の研究プロジェクトとしてスタートし

たのが最初である。最近は毎年 40 から 50
程度のラーニングセンターが新設されてお

り、その数はますます増加傾向にある。ラ

ーニングセンターには現在３万人以上の受

講生がいる。また、これまで延べ 10 万人以

上の卒業生を送り出してきた。ラーニング

センターの受講生は１クラス 20 人以下で、

少数によるきめ細かい指導を行っている。

受講料は、各ラーニングセンターによって

若干の差があるが、８週間のコースで 20～
40 ドル程度と安い。シニアネットの会員に

は割引特典がある。 
ラーニングセンターにおけるカリキュラ

ムの代表例は、コンピュータの基礎から、

ワープロ、データベース、インターネット、

ディスク・トップ・パブリッシング、会計

処理などである。一例としてサンノゼにあ

るサンノゼ・ラーニングセンターで受講生

が多いのは、コンピュータの基礎、ワープ

ロ、クイッケン、家計簿・投資分析などで

ある。 
このような傾向の理由は、サンノゼ・ラ

ーニングセンターの受講者の平均年齢が

69 歳であり、受講するまでコンピュータを

ほとんど使用したことのない初心者が多い

こと、日々の生活・家計に役立つスキルを

身につけたいというニーズが強いことによ

る。 
また、サンノゼ・ラーニングセンターで

は夫婦による参加が目立つ。ラーニングセ

ンター設立の 95 年から 97 年までの３年間

で延べ 1,870 人が参加した。この参加者の

８割が夫婦による参加である。この理由と

して、シニアネットの年会費が、夫婦によ

る参加の方が圧倒的に得になるように設定

していることが大きい。１人の場合、１年

間で35ドル、２年間で50ドルなのに対し、

夫婦の場合１年間で 40 ドル、２年間で 65
ドルという具合である。実はシニアの場合、

夫婦での共同学習にした方が、学習が長続
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きすること、また相乗効果で上達が早いと

いうことが、シニアネットの過去の経験か

らわかっている。このような理由から、夫

婦参加を促すような価格体系を意図的にと

っているのである。 
 
(2) ラーニングセンターにおけるビジネス

モデルの特長 
 
シニアネットはラーニングセンターの運

営を、各地域の運営パートナーへの「フラ

ンチャイズ方式」で行っている。このラー

ニングセンターにおけるビジネスモデルの

特長は、次の３つである。  
① フランチャイズ元（シニアネット本

部）のコスト負担が少ない。  
② フランチャイズ先（地域パートナー）

に有利な取引条件である。  
③ 受講生にとって有利なサービス条件

である。  
この詳細について、ラーニングセンター

運営の成功事例のひとつである「サンノ

ゼ・ラーニングセンター」を事例に以下に

説明する。 
 
①フランチャイズ元（シニアネット本部）

のコスト負担が少ない 
 
シニアネットのビジネスモデルにおける

最大の強みは、フランチャイズ元であるシ

ニアネット本部にとっての低コストな事業

構造にある。 
第１に、ラーニングセンターの施設は、

その地域の公共セクターなどの地域パート

ナーから提供される。地域パートナーとは、

市町村が有する福祉施設、小学校、図書館、

病院などの施設である。サンノゼ・ラーニ

ングセンターの場合、ウイローズ・シニア・

センターというサンノゼ市のシニア向け福

祉施設内にラーニングセンターがある。こ

のウイローズ・シニア・センターそのもの

は、以前は小学校であった。 
第２に、パソコン関連機器・ネットワー

ク設備・運転資金は、企業パートナーによ

り提供される。サンノゼ・ラーニングセン

ターの場合、パソコン・プリンター類はＩ

ＢＭが提供、電話回線の一部はパシフィッ

クベルが提供、アプリケーション・ソフト

はマイクロソフトが提供している。 
第３に、インストラクター・コストがほ

とんどかからない。シニアネット傘下のラ

ーニングセンターには、約 2,800 人のイン

ストラクターがいる。しかし、そのほとん

どが実は受講生と同世代のシニア・ボラン

ティアである。したがって、インストラク

ターにかかる人件費はゼロに近い。 
では、なぜ、このような低コスト構造が

実現可能なのであろうか？それには次の４

つの理由がある。 
第１に、シニアネットが信頼ある「非営

利のブランドイメージ」を持っていること

が挙げられる。シニアネットは、シニア向

けコンピュータ教育という極めて社会的意

義の大きい事業分野において、実際に全米

で 160 のラーニングセンターを運営する実

績がある。この実績のため、先例を重んじ

る市町村などの公共セクターでも施設を融

通してくれることが多い。サンノゼ・ラー

ニングセンターは、シニア向け教育の面で

地域に高い貢献をしたということでクリン

トン大統領、ゴア副大統領はじめ多くの行

政関係者から表彰状を送られている。この



村田裕之／スマートシニアがけん引する２１世紀のシニア市場 

Copyright © 1999-2003  Hiroyuki Murata All Rights Reserved 17

ような「社会貢献型事業」は、特にアメリ

カでは高く評価される傾向がある。この高

い評価・信頼イメージが、民間企業のみな

らず地方自治体などの公共セクターも協力

的となる大きな理由である。 
第２に、シニアネットは、後述するよう

に、シニア分野における電子コミュニティ

（SeniorNet Online）を創出していること

が挙げられる。この電子コミュニティには、

パソコン通信のＡＯＬやインターネットを

通じて数万人以上の会員が集まり、互いの

意見交換やオンライン・ショッピングをす

る場となっている。シニアネットは、この

ようなシニアに特化した電子コミュニティ

のプロデューサーとして広く認知されてい

る。このため、シニアネットは、民間企業

から見ると、有望な潜在顧客であるシニア

に対するアクセスを可能とするマーケティ

ング・パートナーとして極めて魅力的に見

える。 
第３に、シニアネットの活動はニューヨ

ーク・タイムズやウォール・ストリート・

ジャーナルなどのアメリカの有力メディア

から好意的に見られており、このことが民

間企業にとって大きな魅力となっているこ

とが挙げられる。 
シニアネットは、ＩＢＭ、マイクロソフ

ト、チャールズ・シュワッブ、メトライフ

をはじめ、多くの民間企業とのアライアン

スにより、事業展開を進めている。これら

のアライアンスはシニア市場において好意

的に見られている。このため、このアライ

アンスによる活動が、民間企業スポンサー

のメッセージをマスメディアにのせる極め

て有効な方法となっている。シニアネット

のスポンサーである民間企業は、膨大な広

告費に比してかなり割安の出資により、有

望な潜在顧客であるシニアに対し、自社の

ブランドイメージをＰＲすることが可能と

なっている。 
第４に、ボランティア・インストラクタ

ーが育成される好循環の仕組みが形成され

ていることが挙げられる。前述のとおり、

シニアネットはラーニングセンター向けに

2,800 人のボランティア・インストラクタ

ーを有している。このインストラクターの

６割が、実は提携企業であるＩＢＭの退職

者である。その中には、ＩＢＭのリストラ

により、早期退職した人も数多く含まれる。 
しかし、企業退職者はシニアネットに参

加したからといってすぐにインストラクタ

ーになるわけではない。また、ＩＢＭの退

職者と言っても全ての人が初めからパソコ

ンやインターネットに習熟しているわけで

はない。まず、シニアネットのラーニング

センターに受講生として参加して数ヵ月間

訓練を受ける。そして、その後コーチとし

ての体験を積んでから、インストラクター

となる。このインストラクターの養成は「チ

ャンピオン」と呼ばれる熟達のインストラ

クターが中心となって行われる。そして、

養成されたインストラクターが次のインス

トラクターを養成する循環構造ができてい

る。 
一方、インストラクターの大半がボラン

ティア、つまり無給であることに疑問を感

じる面もあろう。しかし、インストラクタ

ーになるシニアは、一般に生活に十分な経

済基盤をすでに有しており、金銭的な問題

はあまりないようである。むしろ、人を指

導する仕事に新たな生きがいを見出し、ボ

ランティアを楽しんでいるのが実態である。
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実際、筆者がラーニングセンターでインス

トラクターをしている 62 歳の女性に尋ね

たところ、「インストラクターの仕事は、新

たな出会いの機会が多く、楽しい」と話し

ていた。 
このような制度面と精神面との両面にお

いてインストラクターが自発的に育成され

る仕組みが、シニアネットにおけるラーニ

ングセンター運営の重要なポイントである。 
ＩＢＭは早期退職者を含む自社の余剰人員

の派遣先としてシニアネットを活用する一

方、シニアネットはボランティア・インス

トラクターの人材確保先としてＩＢＭを活

用している。つまり、シニアの情報リテラ

シー向上システムの整備と企業の余剰人員

活用策とが相互補完的にうまく適合してい

る成功例である。 
このような仕組みは、官民連携によるシ

ニア向け新サービス創出とシニア人材活用

とを両立する優れた手法として、わが国で

も導入を真剣に検討すべきものである。 
 
②フランチャイズ先（地域パートナー）に

有利な取引条件 
 
ラーニングセンターにおけるシニアネッ

ト本部と地域パートナーとの関係は次のと

おりである。 
 
(a) その地域のパートナーに対するラーニ

ングセンター・サービスをフランチャイズ

化する。 
(b) シニアネット本部は、地域パートナーに

対し、次の面で支援する。 
ア）カリキュラム作り 
イ）インストラクターのトレーニング 

ウ） 地域会議の開催 
エ） ソフトウェア供給とそのアップデート 
オ） Web サイトによるアプリケーションの

提供と質疑応答 
(c) そして、地域パートナーからのフランチ

ャイズ手数料とラーニングセンターの受講

生が支払うシニアネットへの年会費はシニ

アネットのものとする。 
(d) 一方、ラーニングセンターの受講料は、

全て地域パートナーのものとする。 
 
フランチャイズ手数料が低額に抑えてあ

るため、ラーニングセンターにおける受講

生からの受講料が増えれば、地域パートナ

ーは極めて利益率のよい事業経営ができる

構造となっている。 
このようにシニアネットのラーニングセ

ンターは、フランチャイズ先である地域パ

ートナーにとって有利な取引条件となって

いる。このことが毎年 40 から 50 のラーニ

ングセンターが新設される大きな理由とな

っているのである。 
 
③受講生にとって有利なサービス条件 
 
前述のとおり、まず、受講費が通常のパ

ソコン教室に比べて安い。特に夫婦で参加

した場合、かなり割安である。また、通常

のパソコン教室に比して優れているのは、

同世代のシニア・ボランティアがインスト

ラクターであることである。 
一般にシニアは、年齢の離れたインスト

ラクターから教わると、自尊心により、た

とえ質問があっても遠慮がちになってしま

う傾向がある。同世代のシニアに教わるこ

とで、話題も合い、プレッシャーも少なく、



村田裕之／スマートシニアがけん引する２１世紀のシニア市場 

Copyright © 1999-2003  Hiroyuki Murata All Rights Reserved 19

安心して学べるようである。 
 
(3)オフライン・サービスとオンライン・サ

ービスとの連携 
 
①オフライン・サービスでの投資をオンラ

イン・サービスで回収する仕組み 
 
シニアネットにとってラーニングセンタ

ー運営の目的のひとつは、シニアネットが

運営する電子コミュニティ SeniorNet 
Online を活用するコンピュータ・リテラシ

ーの高いシニア（つまり、スマートシニア）

の育成にある。この理由は、育成されたス

マートシニアが、積極的にオンライン・シ

ョッピングなどに参加すると予想されるか

らである。それゆえ、ラーニングセンター

運営のパートナーである民間企業は、

SeniorNet Onlineにおけるオンライン通販

などを通じて収益を上げる構造となってい

る。 
実際、シニアネットは、電子コミュニテ

ィである SeniorNet Online でのオンライ

ン通販で、大きな売り上げを確保している。

例えば、シニアネット会員に対し、全ての

必要なソフトウェアが予めインストールさ

れたパソコンを特別価格で通販している。

そして、これが会員から好評であり、よく

売れている。ラーニングセンターのスポン

サーであるＩＢＭやマイクロソフトなどの

民間企業は、ラーニングセンターで築いた

ブランドイメージをもとに、SeniorNet 
Online での商品販売で成果を上げている

のである。 
 
②コミュニティ・マーケティングでシニア

のナレッジベースを構築 
 
また、大手保険会社のメトライフ（メト

ロポリタン生命保険）は、SeniorNet Online
上に「Metlife Solution Forum」という電

子フォーラムを開催し、多くのシニアの声

を収集している。 
フォーラムのテーマ例は「成功する歳の

とり方」「医療制度の未来」「人生の終わり

について」というように、シニアの問題意

識に直結するものが多い。このようなテー

マ設定の結果、例えば「成功する歳のとり

方」フォーラムでは、わずか２週間の間に

1,000 件近い意見がシニアから寄せられて

いる。メトライフはこのようなフォーラム

運営を資金的に援助することで、間接的な

広告効果とともに、シニアの潜在ニーズに

関する膨大なナレッジベースを獲得してい

る。 
これは従来とは異なり、電子コミュニテ

ィを活用することで、広告と市場調査とを

統合する全く新しいマーケティング手法で

ある。筆者らのグループではこのような手

法を「コミュニティ・マーケティング」と

呼んでいる。シニアに対してはこのような

「コミュニティ・マーケティング」という

手法が効果的である。 
 
③シニアネットとの共催セミナーをビジネ

スに有効活用 
 
さらに、チャールズ・シュワッブは、イ

ンターネットを活用したシニア向けの資産

運用セミナーをシニアネットと共催し、新

規顧客を開拓している。セミナーではチャ

ールズ・シュワッブの宣伝広告は一切せず、
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インターネットを活用した資産運用に関す

る講義のみに絞っている。 
しかし、逆にそれが幸いし、セミナー終

了後、インターネットを使ってミューチュ

アルファンドを購入するにはどうしたらよ

いか、という相談がセミナー受講者から相

次いだ。シュワッブ単独のセミナーであれ

ば、主催者の「売らんかな」の魂胆が見透

かされてしまうため、警戒心の高いシニア

はあまり積極的に参加しないであろう。 
しかし、シニアに対し、ブランド力のあ

るシニアネットとの共催ということで敷居

が低くなり、大勢のシニアの参加が得られ

ている。シュワッブはシニアネットとのア

ライアンスにより、シニア市場への効果的

なアクセスを可能にしているのである。 
 
④オンラインとオフラインとの連携による

トータルサービスがカギ 
 
以上のとおり、シニアネットは、①ラー

ニングセンターというスマートシニアの

「直接育成サービス」、②SeniorNet Online
というスマートシニアに対する「情報支援

サービス」、③資産運用セミナーのような

「生活支援サービス」を組み合わせて提供

している。 
言い換えると、ラーニングセンターなど

のオフライン・コミュニティと SeniorNet 
Online などのオンライン・コミュニティと

の相互連携によるトータルサービスが、シ

ニアネット成功の大きな要因といえる。 
ちなみに、このようなオンラインとオフ

ラインとの連携によるスマートシニア育成

システムを市場に導入したのは、シニアネ

ットが世界で最初である。このようなアプ

ローチは、アメリカ国立科学財団(National 
Science Foundation)の研究によって、極め

て有効であるとの結果が報告されている。 
 
⑤わが国でも導入すべきシニアネットのビ

ジネスモデル 
 
以上のとおり、シニアネットは、一般の

シニアをスマートシニアに育成する仕組み

の面で極めて重要な役割を担っている。そ

して、シニアネットは、そのビジネスモデ

ルの中で、さらに次の価値を創出している。 
(a) 新たな雇用（退職者の再雇用） 
(b) シニアの知識・智恵の社会への還元 
(c) シニアにとっての新たな生きがい 
 
わが国では、シニアネットのような国の

広範囲にわたるシニア向けの情報リテラシ

ー向上システムは存在しない。IT ベンダー

主催のパソコン教室はいくつか存在するが、

シニア向け教育として工夫されたものはわ

ずかである。 
そもそも、ベンダー主催のパソコン教室

とは、ビジネスモデルが根本的に異なる。

シニアネットのビジネスモデルは、その経

営思想の面でも、活動内容の面でも、単な

るパソコン教室の域をはるかに凌駕してい

る。その理由は、情報リテラシーの高いシ

ニアを育成することで、シニアの持つ知識

や智恵を広く社会に還元し、より豊かな社

会にしようという哲学が中心だからである。 
このようなシニアネットのモデルは、わ

が国におけるスマートシニア育成策として

も極めて有効と考えられ、その導入を真剣

に検討すべきものである。 
４． 結論：わが国におけるシニア市場創出
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のカギは、国際的な異業種企業コンソーシ

アムによる「スマート・シニア・インキュ

ベーション」の推進 
 
(1) 国際的な異業種企業コンソーシアムに

よる先進サービスノウハウの吸収 ここま

で、超高齢社会の健全な発展のため超高齢

社会の到来を「シニア市場という新しい成

長市場の出現」ととらえ、その市場創出戦

略として次の５つをシニアサービス先進国

アメリカの事例とともに述べてきた。 
 
第 1 の戦略：非介護分野の「アクティブシ

ニア市場」をターゲットとせよ 
第 2 の戦略：シニアの包括的ニーズに応え

る「パッケージ商品」「トータルサービス」

を提供せよ 
第 3 の戦略：シニアには、商品のみでなく、

商品に関する「ナレッジサービス」を提供

せよ 
第 4 の戦略：情報技術を活用する先進高齢

者「スマートシニア」を市場の「けん引者」

とせよ 
第 5 の戦略：「スマートシニア層」の育成・

拡大を促進せよ 
 
これらを述べる中で最も明らかにしたか

ったことは、シニア市場とは他世代の市場

に比して「バイヤー・セントリック・マー

ケット」の度合いが強い市場であるという

ことである。つまり、この市場で良い評価

を獲得するために、企業はシニアの多様で

高度なニーズに応える商品・サービス提供

力を持たなければならないのである。 
しかし、一企業がそのような商品・サービ

ス提供力を持つのは容易ではない。なぜな

ら、そのような顧客の多様なニーズに合わ

せた商品・サービスを自社単独で開発・販

売するのは時間およびコストの両面におい

て容易ではないからである。 
シニアのニーズに応えるためには、競争

力を持つ他社の商品・サービスをパッケー

ジで提供する「プロデューサー機能」がむ

しろ重要である。そして、これを実現する

ために企業がとるべき有効な手段は、「異業

種企業コンソーシアム（企業連合）」を組織

化することである。 
そして、この異業種企業コンソーシアム

の組織化に際し、これまで紹介したアメリ

カ企業などの参加が極めて重要である。そ

の理由は、これらの企業はシニアビジネス

という、より高度なヒューマンスキルが求

められる事業において、多くの優れたサー

ビスノウハウを有しているからである。 
もちろん、文化、生活習慣、および市場

環境の違いが存在するため、アメリカでの

サービスのデッドコピーを日本に導入すれ

ばうまくいくことは決してない。重要なの

は、５つの戦略とともに述べた先進事例に

見られるサービスノウハウや経営思想を、

実践を通じて学ぶことである。そのために

は、単に意見交換をするだけでは不十分で

あり、コンソーシアムの協働メンバーとし

て市場創出をともに実践することが最も効

果的である。 
 
(2) スマート・シニア・インキュベーション

のアクションプログラム 
 
これまで述べた５つの戦略にもとづき、

シニア市場創出のために行う活動を「スマ

ートシニア・インキュベーション」と呼ぶ
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ことにする。この「スマート・シニア・イ

ンキュベーション」の具体的なアクション

プログラムは次のとおりである。 
 
① 日米の異業種企業による「スマート・シ

ニア・コンソーシアム」の組織化 
 
アメリカ企業の「非介護サービスノウハ

ウ」と、わが国企業の「サービスチャネル・

商品シーズ」とを組み合わせたシニア向け

の「パッケージ商品」「トータルサービス」

の創出を図るためのチームアップである。 
 
②「スマート・シニア・コンソーシアム」

が主催するシニア向けポータルサイト「ス

マート・シニア･クラブ」の設置 
 
わが国には、SeniorNet Online のような

大勢のシニアが集まり、意見交換をするイ

ンターネットサイトがほとんど存在してい

ない。シニアサービスに特化したポータル

サイトの設置は、ユーザーであるシニア、

サービス提供者である民間企業の双方にと

って、意見交換の場としての高い潜在ニー

ズがあるものと予想される。 
 
③「スマート・シニア･クラブ」による潜在

シニア顧客との「プロシューマ型開発」の

実施 
 
「プロシューマ」とは、プロデューサー・

アンド・コンシューマの略語で、アルビン・

トフラーの造語である。商品の製造者（プ

ロデューサー）である民間企業と商品の消

費者（コンシューマ）であるシニアとが開

発プロセスを共有して商品を作り上げる手

法である。少し前にヒットした「ねるじぇ

ら」というアイスクリームは、実際にアイ

スクリーム・メーカーと女子高生との間で

のネットを用いたプロシューマ型開発によ

り誕生し、大ヒットした商品である。 
 
④ 公共セクターとの連携による「スマート

シニア・ラーニングセンター」の設置 
 
シニアネットのビジネスモデルを参考に、

わが国でも広域にわたるラーニングセンタ

ーの設置を図る。 
アメリカでは政府、地方自治体がラーニ

ングセンターの設置を後押ししている例が

多い。サンノゼ・ラーニングセンターでは、

クリントン大統領、ゴア副大統領、サンノ

ゼ市長の表彰状が送られており、政府・自

治体が積極的に支援している。 
一方、わが国では最近、少子化で不要と

なった廃校舎をデイケアセンターなどに改

築し活用する例が増えている。さらに文部

省が廃校舎の転用について後押しするよう

な動きも見られる。 
しかし、このような廃校舎の活用をデイ

ケアセンターのみにとどめずに、ラーニン

グセンターの設置に結び付けることが有益

である。なぜなら、これは単にシニア向け

のサービス開発であるのみならず、少子化

による余剰施設の有効活用にもつながるか

らである。 
そして、このようなラーニングセンター

の設置・運営にあたり考慮すべきことは、

極力民間企業の自主性に委ね、民間活力を

最大限に活用することである。 
ラーニングセンターとは情報リテラシー

の向上を目的とする「ノウハウ志向」の強
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い事業である。わが国で行政と連携して何

か新しいコンセプトの施設を作ろうとする

場合、しばしば「ハード志向」となり、い

わゆる箱モノ行政に陥りがちである。この

ような悪しき慣習を打破するためにも前述

のとおり、豊富なサービスノウハウを有す

る海外企業との協働作業で事業化を進める

のが望ましい。 
99 年は、国連が定めた国際高齢者年であ

る。この記念すべき年に、単なる親睦では

ない真に国際的な協働作業により、わが国

シニア市場の創出を図ることの社会的意義

は極めて大きい。そして、超高齢社会を考

えることは、実は筆者を含めた将来のシニ

ア予備軍であるわれわれの明日を考えるこ

とであり、決して他人事ではないのである。 
(99.7.14)  
 
【参考文献】  
UN, The Sex and Age Distribution of 
World Population 1996  
総務庁統計局『国勢調査報告』1997  
国立社会保障・人口問題研究所『日本の将

来推計人口』1997  
堺屋太一著『団塊の世代』講談社 1976  
The Graphics, Visualization & Usability 
Center「GVU's WWW User Surveys」1996
～1998  
日経マルチメディア「インターネット･アク

ティブ・ユーザー調査」1996～1998  
インプレス『インターネット白書』1999  
ニッセイ基礎研究所『基礎研 REPORT』

1998.5  
朝日生命保険『経済月報』1992.11 No.289  
厚生省『厚生白書』1998  


